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国庫補助金制度改革の現代的課題
一農業関係補助金の事例を中心に一
群　　本　　忠　　次
はじめに
　わが国政府間財政関係における特定補助金としての国庫補助金一総称し
て国庫支出金一の問題が大きくクローズアヅプされ，21世紀における政府
間関係における地方分権化と地方自治への課題を展望しつつその改革への方
向が大きな焦点となっていることは周知のところである。現代日本の中央・
地方間の財政関係，つまり政府間の財政関係のかなめの一つをなすものが，
地方交付税と並ぶ国庫補助金であるが，それが地方自治と地方財政の自主的
な運営を阻害し，財政資金の効率的な使用の面でもムダと弊害が大きいこと
は，すでに各方面で指摘されてきているω。そうして，近年の国庫補助金等
の削減措置やその整理・実質的な削減傾向は，より直接的には国の財政危機
一折からの長期経済不況をも反映して　　を反映するものでもあった。
　筆者はこの問題について，本誌でもかつて生活保護負担金の問題を中心に
検討を加えてきたが②，今回は，特に農業関係補助金の現状と問題点一土
地改良事業を中心に一を事例に考察を加え，わが国政府間関係における国
（1）補助金の政治経済学については廣瀬道真『補助金と政権党』朝日新聞社，1981年，宮
　本憲一編『補助金の政治経済学』朝日新聞社，1990年，がある。
（2）拙稿「国庫補助負担金の現状と改革の課題（1）（の」『岡山大学経済学会雑誌』第18巻第4
　号，第19巻第1号，1987年参照。
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庫補助制度の問題点と地方分権化をめざしたその現代的改革課題について検
討を加えておくことにしたい。
　特に，日本農業における国庫補助金制度は，これまでの農村基盤型保守政
党（＝政権党）一党支配の体制を政治的経済的に支える基盤ともなってきた
が，今日，国際的には新多角的貿易交渉（ガット・ウルグアイ・ラウンド）
における細川内閣によるコメ市場の部分開放受け入れといった新たな事態の
もとで，生産性の高い日本農業をいかにして構築していくかという農業政策
転換の課題とも密接にかかわっていると云わねばならない。本稿では，農業
補助金をめぐる今後のあり方とも関連させつつ，「国庫補助金制度の現状と改
革の方向について若干の考察を行っておくことにしたい③。
1　国庫補助金の歴史的沿革と展開
　わが国政府間の行財政関係のかなめの一をなす国庫補助金の改革問題は，
憲法第8章及び地方自治法及び地方財政法等で保障された地方自治の規範を
実現し現代的課題である分権的財政を実現する上でもきわめて重要な政策課
題となっている。中央政府から地方政府（わが国では地方公共団体又は地方
自治体）の特定の経費に充当するために支出される財政資金を総称して，今
日では国庫支出金という言葉を用いるのが普通となっているが，これは，外
国ではgrants－in－aid（general　or　block　grantsとspecial　grantsがある），
subsidies，　der　staatszuschuB，　subventionなどの用語で用いられているもので
あろう（4）。
　イギリスのgrants－in－aidのうちspecial　grantsの起源をどこに求めるかにつ
（3）わが国の農業補助金をめぐる研究については，すでに大内力『農業問題の財政学』東
　京大学出版会，1950年，今村奈良臣r補助金と農業・農村』家の光協会，1978年，ほか
　がある。
（4）坂本忠次r現代地方自治財政論』青木書店，1986年，144ページ。
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いては，1830年代の自由主義時代のイギリスの政府間関係における地方教育
費へのグランツ支出にその萌芽を求めるのが普通である。この時期のイギリ
スは，救貧法の改正（1834年），都市団体法の成立（1835年）が見られた時期
であり，私立学校教育費への補助をはじめ，囚人護送費，裁判訴訟費，救貧
行政，衛生行政，カウソティの警察行政や道路行政など自由主義時代を通じ
て漸次中央政府からの補助金が拡大していく。1846年間ピール改革は補助金
拡大の一つの結節点をなすものだが，これは，イギリス資本主義の発達のも
とで起こった都市問題と衛生対策，救貧事業など都市政策費の増大がカウソ
ティやバラ，パリッシュなどの負担となり，レイト負担の過重は地主階級の
負担となるところから，これを軽減する目的で補助金の拡大が漸次見られて
いくのである。
　資本主義が自由主義の時代から独占資本主義の時代に入ると，市場が全国
的に拡大し夏占市場が形成され，労働力の全国的な流動化が進む中で地方行
政も，行政水準の普遍化，ナショナルな性格の拡大のもとで画一化が進む。
1871年の初等教育法の成立による義務教育制度への補助金制度の確立，
1902年の中央教育庁の成立と中等教育への補助金交付，’09年の道路庁の新
設による全国的な幹線道路計画への補助金，同年の王立委員会報告による救
貧法解体と再編政策のもとでの社会保障分野への補助金の拡大さと進むので
ある。
　では，日本における国庫補助金の沿革についてはどうか。戦前日本資本主
義において国庫補助金（広く国庫支出金）はどの時代から見られたか。
1888（明治21）年の市制町村制及び’90（明治23）年の府県制・郡制が成立し
わが国の地方自治制が法的にひとまず整備される以前の大区・小区制や三新
法時代から明治政府の行う教育，徴兵，徴税，土木，保健衛生（特にコレラ
等への予防対策）などの本来国が必要とする事務（故藤田武夫教授はこれら
を国政委任事務と言っている）を地方に引き受けさせ，これに対して，一部
国から支出金を出している。これらには国庫下渡金をはじめ負担金，補助
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金，交付金などいくつかの名称で呼ばれている。その後補給金，委託金など
の名称も見られるに至っているものである。
　1888（明治21）年4月の市制町村制成立前夜に答申された「市制町村制理
由」においては，わが国では国から地方への事務委任の方法を主として機関
委任事務方式で行うことを記している。即ち「国政二面スル事務ヲ以テ町村
二委任シ其自治権ヲ以テ之ヲ処弁セシムルモノアリ又其事務ヲ町村二委任セ
スシテ直接二町村長其他町村ノ吏員ヲ指定シテ之ヲ委任スルモノアリ…癌腫
ノ例に拠レハ町村長ハ直接二官命二依テ事務二従事シ町村会ト相関セス此事
務二関スル指揮命令ハ直二所属官庁ヨリ’Vヲ受ク：特二叉官庁二対シテ責任ヲ
帯フルモノトス」とし「二二得失アリト錐モ今日ノ情況二照シ」第二の方法
（すなわち機関委任事務）を適当としたのである。故藤田武夫教授（地方財
政学）が明治地方自治制を「官治性」として把握された一つの大きな理由
に，このような側面があったものと思われる㈲。
　こういつた過程をへっつ，わが国国庫補助金制度が法的に整備されるの
は，まず日清戦後経営の時期においてであった。すなわち，日清戦争
（1894～95年）後，政府は，軍備の拡充・官営事業の拡大など国が巨額の財
政需要をかかえるなかで内政事務の多くを法令化し，地方自治体にわずかの
国庫補助金を与えて委任事務を背負わせていったのである。すなわち，
1897（明治30）年3月の「国庫ヨリ補助スル公共団体ノ事業二関スル法律」
の制定前後から，例えば土木関係では河川法（1896年），砂防法（1897年），
災害土木費国庫補助規定（1898年）など，衛生関係では伝染病予防法
（1897年），汚物除去法並びに下水道法（1900年），農業関係では蚕種検査法
（1897年），農事試験場国庫補助法（1899年），教育関係では実業教育国庫補
助法（1894年），市町村立小学校教員年功加俸国庫補助法（1896年），市町村
立小学校教育費国庫補助法（1900年）などが成立を見ている（6）e
（5）坂本忠次r国家と地方自治の行財政論』青木書店，1979年221ページ。
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　このような動きは，日露戦争（1904～05年）後から第1次大戦後を中心と
する帝国主義財政の時代にさらに顕在化していった。日露戦争後には，教育
行政では小学校令の改正による義務教育年限の4力年から6力年への延長
（1907年）と市町村小学校費国庫補助法の改正（1909年），実業教育費国庫補
助法の成立（1914年），産業関係では，府県の工業試験所，工業講i習所などを
補助する産業試験費講習費国庫補助法（1906年），耕地整理及び土地改良奨
励費規則（1909年），桑園増殖奨励費交付規則（1909年）等，病虫害予防奨励
規則（！91！年），荒廃地謡旧費補助規則（1911年）等，土木関係では，府県災
害土木費国庫補助に関する法律（1911年）などが成立した。とくに産業の保
護奨励に関するものが多数を占めた。
　第1次大戦後は，1918（大正7）年の帝都の治安維持強化のため東京府警
察費にたいする国庫下渡金割合のカサ上げ（10分の4→10分の6）をはじめ
として，教育における市町村義務教育費国庫負担法が1918（大正7）年に成
立した。この法はこれまで市町村の行政であった義務教育に国と地方の共同
負担の原則をはじめてうち立てたことで注目されている（7）。この法を通じて
教員の給与費の補助を中心に地方教育費への国庫補助負担金が拡大して行っ
た（表1参照）。
　一方，第1次世界大戦後には，1919（大正8）年土木行政における道路法
をはじめ，都市計画法，市街地建築法（1919年）などが成立し，都市計画行
政に対する補助金制度が見られ出して行った。また，大正期から昭和初期に
かけて，結核・精神病予防，花柳病予防，寄生虫予防，母子保護法，保健所
法などの衛生関係立法や不況対策としての救護法，公益質屋法，職業紹介所
法，その他の社会政策恵雨立法にともなう補助金制度がみられた。呉市など
（6）前掲書，148ページ以下。
（7）和田八束・野呂昭朗編r現代の地方財政』有斐閣，1992年，第1編第7章（鵜川多加
　志執筆）田翁編第1章（坂本忠次執筆）などを参照。
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表1　戦前における国の地方教育費補助の比重 （単位：千円，％）
?
の教育
@　（A）
?
地方教育費補助
@　　　　　（B）
（B）／（A）
1873（ ? ? 6 ） 1，304 266 20．40
1877（ 10 ） 1，164 475 40．81
1881（ 14 ） 896 一 一
1896（ 29 ） 1，794 208 11．89
1900（ 33 ） 5，834 1，271 21．79
1910（ 43 ） 9，010 1，335 14．82
！918
（
大 正 7
）
24，547 12，287 50．05
1927（ 昭 和 2
）
139，151 84，641 60．83
1930（ 5 ） 143，320 95，029 66．31
1936（ 11 ） 142，574 95，609 67．06
1940（ 15 ） 194，955 117，794 60．42
1945（ 20 ） 966，212 696，867 72．12
注）L　文部省「地方教育費の調査報告書」による。
　2．地方教育費には義務教育費以外の教育費も含む。
海軍工廠都市への海軍助成金（国庫下渡金）もみられている。しかし，国庫
補助金は僅少な額で大正期にはなお歳入全体の一割に達しなかった。
　昭和恐慌前後からとくに1930年代の満州事変下において，不況と雇用対策
としての時局匡救のための農山漁村土木事業などを通じて国からの補助金が
拡大し，また預金部など国家資金を用いての一連の農村救済措置や中小企業
対策もとられ，国庫補助金は一割を超える額に達した。1936（昭和11）年の
臨時地方財政補給金にはじまり1940（昭和15）年の税制改革で地方分与税制
度が設けられ，ここに，戦時体制下の国庫支出金依存型の地方財政構造が定
着してゆく基盤が与えられたのである。
　戦後1949（昭和24）年のシャウプ勧告とこれに基づく1950年の地方行政調
査委員会議の勧告（通称・神戸勧告）では，国庫補助金の弊害を指摘し，そ
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の廃止ないしは整理を勧告し，したがって機関委任事務も大部分を整理する
こととした。古典的地方自治の原則にたつシャウプは，自主財源としての地
方税の独立税化，一般会計における公債の不発行主義とともに特定補助金は
平衡交付金にとって代わられるべきだとし，地方配付税制度に代えて地方財
政平衡交付金を設けたのである。
　しかし，わが国の国庫支出金は，1950年代後半から1960年代，1970年代の
高度成長時代にかけて著しく拡大していった。このなかには，1950（昭和
25）年旧法を引きついで成立した生活保護法をはじめとする社会政策立法，
教育関係における義務教育費国庫負担法（！952年8月）など国の法律による
社会保障費，教育費関係の負担金がみられることに注意しておかねばならな
い。つまり，シャウプ改：革以降，国庫支出金は，国の法律：，各省庁の省令や
内閣による政令などを通じた国の地方への機関委任事務や団体委任事務の増
大を通じて，その後勧告の趣旨とは逆に事実上の増大が見られていくのであ
る。
　これらの中には，戦後国の法律を通じて整備された防衛関係，社会保障費
関係をはじめ特に高度成長期以降，道路，港湾整備・河川改修ほか公共土木
事業や農林漁業，地域開発立法にかかわる事務，地域計画や都市・環境行政
にかかわる事務など国の防衛計画と経済社会管理行政にかかわる事務（その
過半が機関委任事務形式）が多くなっていることが特徴的である。
　高度成長・地域開発政策の中での国の公共投資（当初は，道路，港湾など
産業基盤中心）の拡大に伴い，新産業都市や工業整備特別地域には補助率の
嵩上げが行われ，新産債の発行や利子補給措置が見られた。
　また，高度成長政策がもたらす都市過密・農山村の過疎，住宅・交通難，
公害・環境問題などに対する行政的対応としては，国（各省庁）からの地方
公共団体への機関委任事務の増大・各省庁からの補助金支出の政策的拡大と
縦割り行政の促進を結果的にもたらしたことである。
　しかし，1973年秋の石油危機以降国・地方の財政危機が見られ出し，
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1980年代中葉からの国の補助金等の整理合理化政策を反映し，補助金等予算
の絶対的な減額が見られ出した。国の第二臨調の補助金一律整理の答申を受
けて，1982年度より1984年度までの財政再建期間に補助負担率の地域特例の
6分の1カヅトが行われた。本格的な補助金等の削減措置が始まったのが
85年度からで「国の補助金等の整理及び合理化並びに臨時特例等に関する法
律」により1年間に限り1／2を超える高率補助金の一律1割削減が実施さ
れた（当初1年限り）。しかし，その後，86（昭和61）年度には「国の補助金
等の臨時特例等に関する法律」により，より強化された削減が実施され，
87年度には公共事業費関係の補助負担率の暫定引下げが行われた。
　これらの暫定措置が切れた89（平成元）年度には，負担率の復元を求める
地方公共団体側と国側との激しい論争の結果，生活保護費について3／4
（恒久化），措置費等で1／2（恒久化），義務教育費等では恩給の一般財源
化，90年度以降の一部引き上げが行われた。公共事業費については90年度ま
で暫定措置が継続され，91（平成3）年度に86（昭和61）年度の水準まで回
復されることになった。
　補助金等の削減にともなう地方の負担増に対しては，地方交付税や地方債
の増発で措置され，国税のたばこ税の25％を地方交付税の総額に加えるとい
う制度改正が行われている。
2　「補助金等」の概念とその性格
　ところで，わが国で「補助金等」と呼ばれているものは，一体いかなる性
格のものなのかを改めて見ておきたい。すでにしばしば述べられてきている
通り，補助金のルートには，1．公共部門（中：央政府省庁）→公共部門（主
として地方政府各機関）への資金の流れ，2．公共部門（中央・地方政府）
→民間部門（企業・団体・個人等）への資金の流れの2つのルートがある。
このうち，わが国の公共部門間特に中央政府から地方政府（地方公共団体）
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への広義の補助金について見ると，次のような分類がふつう行われてい
る（8）。それは，先に述べたイギリスのグランツ（grants－in－aid）の例に照応す
るものであるが，
　1．一般補助金一地方交付税，地方譲与税等
一難｛灘撒
のような分類である。このうち，1，の一般補助金としての地方交付税や地方
譲与税は，国庫支出金一いわば狭義の補助金一の概念には含まれない。
　わが国で「補助金等」と呼ばれているものは，ここでいう特定補助金とし
ての国庫支出金のことを指すが，これについて地方財政法によれば，1．国庫
負担金（地方財政法第10条～第10条の3），2．国庫委託金（法第10条の4），
3．国庫補助金（法第16条）の3つがあり，ほかに法話34条に掲げられた国の
負担金（法話9条の例外規定）なども見られる。これらは，法律上の根拠な
いしは経費負担区分によって分類されたものといえる（9）。
　第1の国庫負担金というのは，例えば生活保護費のように法令に基づいて
実施しなければならない事務であって，国と地方自治体の相互に利害関係が
あるもののうち，その円滑な運営を期するため，国が進んで経費を負担する
必要のあるもの，これが第1のものであり，普通国庫負担金（法第10条）と
言っている。普通国庫負担金には，上記の生活保護i費国庫負担金のほかに，
小中学校等義務教育教職員の給与・教材費等の1／2を国が負担（残り1／2
は都道府県）する義務教育費国庫負担金，ほかに児童保護費国庫負担金など
（8）前掲書，第1編第7章参照。
（9）このような分類については，例えば鈴木慶明r補助金』現代地方自治全集⑭，ぎょう
　せい，1977年，によった。前掲注（4）拙著でもこのような分類に従って叙述している。
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がある。
　第2は，いわゆる公共事業費の補助金で，土木その他の建設事業で国民経
済に適合するように，総合的に樹立された計画に従って実施しなければなら
ないものへの補助であり普通建設事業費国庫負担金である（法第10条の2）。
ほかに国の失業対策事業の補助のための失業対策費国庫負担金もある。普通
建設事業費国庫負担金の主なものは，道路，街路，河川，港湾，小中学校，
公営住宅等の公共施設の整備に対するもの，土地改良事業に対するものなど
かある。上に述べた失業対策事業にかかわる公共事業もある。
　第3は，災害国庫負担金（法益10条の3）で，地方公共団体又はその機関
が実施しなければならない法律又は政令で定める災害に係る事務で，地方税
法又は地方交付税法によっては，その財政需要に適合した財源を得ることが
困難なものを行うために要する経費に対して支出されるものである。この負
担金には，公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法，公立学校施設災害復旧
費国庫負担法，農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する
法律の規定に基づく支出などがある。
　これら3つのものについては，国が義務的に補助金を支出しなければなら
ないものである。これが第1のグループで国庫負担金と呼ばれているもので
ある。
　第2のグループには国庫委託金（委託費ともいう）がある。これは国庫委
託費とも呼んでおり，国会議員の選挙，国勢調査，外国人登録，自衛隊員の
募集，国民年金その他各種の社会保障制度に関する国の事務を，国の利便，
経費の効率性感の理由で地方公共団体に委託する場合に支出するものとされ
ている。地：方財政法第10条の4は，「もっぱら国の利害に関係ある事務を行
うために要する左の各号の一に掲げるような経費については，地方公共団体
は，その経費を負担する義務を負わない」と規定している。国庫委託金の額
は支出される事務事業の実施のため，地方公共団体が現実に必要とする額に
相当する額を下回ってはならないのだが，現実には，国が地方公共団体が現
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実に支出した額の一部しか国庫委託金を交付しないため地方公共団体がかな
りの超過負担を強いられている実態も少なくないと云われている。例えば国
民年金事務等に係る委託金などのケースもその一例と思われる。
　第3のグループとして，国庫補助金がある。これは，地方的な仕事を国が
様々な理由から援助するために任意に交付される国庫支出金である。この中
には，国が政策上の見地から特定の施策を推進・奨励するために交付される
「奨励的補助金」と地方公共団体に対して財政上特別の必要があると認める
場合に交付する「財政援助補助金」（又は財政援助費）がある。後者は，利子
補給金等の地方財政補給金である（以上法面16条による）。これらには，各種
の奨励的補助金，助成金，元利補給金，損失補償金，交付金，後進地域特別
適用団体等補助金などがある。
　国庫支出金は，すでに見た通り，すべて特定補助金であり，支出目的に
よって奨励的補助金と財政援助補助金とに分けられたのである。
　なお，このほか，国庫支出金の支出形態による分類として，（1）精算方式と
基準数量・基準単価方式，（2）定率補助金と定額補助金，全国一律補助金と差
等補助金，細目条件付補助金と包括補助金（メニュー式補助金）などの分類
がなされている。補助金支出が精算方式か基準数量・基準単価に基づく支出
であるかによっていわゆる「超過負担」問題が発生する。今日では，補助金
の弊害が各方面で指摘され，零細補助金の削減ないしは廃止・統合化，上国
条件付補助金のメニュー化ないしは包括補助金への移行措置が徐々に進みつ
つあることを指摘しておかねばならないだろう。
　例えば，これを最近の日本の政府間財政関係における国庫支：出金の動向に
ついて見ると，表2に示す通りである。国・地方の租税収入の実質的配分状
況の中で国税対地方税の割合は1989年度65．7％対34．3％である。このうち国
から地方への交付の割合が同年度30．6％，うち地方交付税が17．2％，地方譲
与税が1．7％，国庫支出金の割合は僅かに11．7％となっている。1975年度
26．0％，1983年度20，0％あったので，調整財源の中で，国庫支出金の占める
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表2　国・地方の租税収入の実質的配分状況 （単位：億円，％）
租税総
租税の内訳 国から地方への交付額 地方か
迯曹ﾖ
実質的配分
年度 額（A） 国　税
@（B）
地方税
@（c）
地方交
t税⑪
地方譲
^税（E）
国庫支
o金（F）
?（（?
の負担
z（H） ? 地方
1935 18 12 6 一 一 3 3 0 9 9
1955．13，1849，3693β15 L616 2，954 4，56919 7，5485，636
196548，29132，79715，4947，162 50110，8981 ，561 69214，92833，363
1970115，261 77，7543 ，50717，982LO8720，93039，999L26239，01776，244
1975226，61645，06881，54833，51正2，48258，823 94，8162，66852，920173β96
1983540，0341β21198，4137 ，1704，975108，193186β425，316160，595379，439
1989889，31257L36ユ317，951153，251 14，822103，768271，84110，715310235579，077
1936 10066．7 33．3 一 一 16．3 16．3 ｝ 50．0 50．0
1955 100 71．工 28．9 12．3 22．4 34．70．1 57．3 42．7
1965 10067．9 32．115．4 1．0 22．6 38．41．4 30．4 69．6
1970 100 67．5 32．515．6 0．9 18．2 34．7 1．1 33．9 66．1
1975 10064．0 36．0 14．8 Ll 26．0 41．81．2 23．4 76．6
ユ983 ユ00 63．3 36．713．5 o．9 20．0 34．6 ユ．0 29．7 70．3
1989 100 64．2 35．8 17．2 1．7 11．7 30．6 1．2 34．9 65．1
資料）『地方財政統計年報』1988年及び『地方財政要覧』199！年による。
割合は著しく削減したことは明らかであろう。1980年代後半には補助率の削
減（交付税への振り替え措置ほか）・補助金の廃止・統合・メこユー化等一
連の整理の過程を通じて，国庫支出金と地方交付税の地位は完全に逆転し
た。
　地方歳入構成に占める地方税，地方交付税等の一般財源と国庫支出金等の
構成比の関係を見ると，表3の通りとなる。1980年度地方税は歳入の
34．0％，地方交付税は17．3％，一般財源52．2％，国庫支出金は22．6％を占め
ていた。しかし，10年後の1990年度には地方税41．6％，地方交付税17．8％に
上昇し（一般財源61．5％），国庫支出金は13．3％にまで比重を減じたのであ
る。
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表3　地方歳入構成の推移 （単位：％）
年　　　　　度 1955 19651970 19751980 1985 1990
地　　方　　税 33．9 34．637．1 31．3 34．0 40．6 4L6
地方譲与税 2．0 L1 1．1 1．0 0．9 0．8 2．1
地方交付税 14．2 16．6 17．8 17．2 17．316．3 17．8
一般財源計 50ユ 52．3 56．0 49．4 52．2 59．2 6L5
使用料，手数料 3ゴ 2．8 2．1 1．6 2．2 2．6 2．4
国庫支出金 24．9 24．3 20．7 22．6 22．6 16．2 13．3
繰　　入　　金 1．5 0．7 1．1 1．2 1．0 1．1 2．3
繰　　越　　金 1．9 2．4 2．7 2．3 2．2 2．0 2．2
地　　方　　債 8．6 7．！ 6．4 12．2 10．1 8．3 7．0
そ　　の　　他 9．3 10．4 11．1 10．7 9．7 9．6 11．3
歳　入　合　計 100．0 100．01 0．0 100．0100．0100．0100．0
資料『地方財政白書』一年版による。
　国庫支出金の状況を1991（平成3）年度についてみると表4の通りとなっ
ている。総額11兆2826億4000万円，うち都道府県が68．2％，市町村が31．8％
と都道府県への配分額が大きくなっている。これは，国の負担金の中でかな
りのウエイトを占める義務教育費国庫負担金がまず都道府県に交付され，そ
こから市町村へ配分されるからである。このほか，都道府県の公共事業費で
ある二普通建設事業費が大きくなっている。これに対し，市町村では，普通建
設事業費と生活保護費など公共事業関係費と社会福祉関係費が多くなってい
る。
　国庫支出金の中で国庫負担金が全体の約79．8％を占める。都道府県では
83％，市町村では72．7％である。委託金は全体の1．9％，財政補給金
（0．1％）を含めたその他が国庫補助金で18．3％を占めている。補助金は都道
府県で15．6％，市町村で24．2％と市町村の比重が相対的には高くなってい
る。このことは，公共事業費に対する国庫支出金が多額を占め，地方財政が
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表4　国庫支出金の状況 （1991年度，単位百万円）
区　　　　分 都　道　府 県 市　　町 村 統　　計
?
義務教育費 2，910，60937．8 一 一 2，910，609 25．8
生活保護費 161，8702．／ 840，84323．4 1，002，7128．9
児童保護費 142，0321．8 291，9108．1 433，9423．8
結核医療費 17，238 02 10，913 0．3 28，152 0．2
精神衛生費 35β21 0．5 一 一 35，821 0．3
老人保護費 103，6501．3 170，280 4．7 273，9312．4
普通建設事業費 2，622，19434．！ 1，141，6583L83，763，85233．4
災害復旧事業費 384，2905．O 141，5833．9 525β73 4．7
失業対策事業費 12，150 02 19，102 0．5 31，252 0．3
委　　託　　金 107，6851．4 112，1823．1 219，8671．9
建設事業費 25，！97 03 5，923 0．2 31，120 0．3
そ　　の　　他 82，488 Lユ 106，259． 188，7471．6
財政補給金 5，304 0．1 6，200 0．2 11，504 0．1
そ　　　の　　他 1，19L627工5．5 853，49924．0 2，045，12518．2
合　　　　計 7，694，470100．03，588，170 100．011，282，6401 0．0
（68．2） （31，8） （100）
　注）1，『地方財’政白潜』平成5年版（1993）による。
　　2．交通安・黛対’策特別．交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。
国の公共投資政策のもとで動いていることを示すものといえるだろう。ま
た，国庫支出金の中で生活保護費等社会福祉関係三等のウエイトも高くなっ
ており，2！世紀の地方分権型の福祉国家を展望していく場合，このような社
会保障関係法（例えば，生活保護法）との関連で国庫負担金問題の改革方向
をどのように展望していくかであろう。
　この点では，1949年9，月のシャウプ税制使節団の答申（『El本税制報告
書』）において，シャウフ．のめざす地方自治の「理念」をもとに，全額補助金
の全廃と一部補助金の総額の抑制を提案していた事実GO）とも照応させつつ，
将来の地方分権型国家において負担金及び奨励的補助金改革の問題一その
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負担率の最終的な帰趨を含めて一をどのように展望していくかが，今後の
わが国政府間関係をめぐる基本的課題の一つとなっていることであろうaD。
国庫負担金については，地方教育費における定率補助金（1／2国庫負担）の
将来的なあり方についても問題を提起しておかねばならない（12。
3　農業関係補助金の現状と問題点
国庫補助金をめぐるいくつかの現状と問題点を，農業関係の補助金，特に
土地改良事業などを中心に検討しておこう。農業補助金をめぐっては，すで
（10）シャウプ使節団のr日本税制報告書』，1949年9月では，補助金〔Subsidies（Speci－
　fic　Grants　in　Aid）〕の改革について，「われわれは補助金制度の構想自体（the　general
　idea　of　grants　in　aid）は正しいものであり，この総額を若干増加すべきであると信ずる
　ものであるが，現行制度は大巾に修正する必要がある」と述べた後，（1）経費は全額政府
　負担であって，施策は地：方団体によるところの，全額補助金（the　100　percent
　subsidies）はこれを廃止すべきである。（2）一部補助金（partiat　subsidies）の総額はこれ
　を削減させるべきである。奨励的性質を帯びるその他の一部補助金（奨励的補助金）は
　存続すべきであるか低く押さえるべきである。（3）地方公共事業補助金のうち災害復旧
　事業をすべて政府に移管するほかは現状を維持する。（4＞配付税（distribution　tax）は，
　一層大局的，全般的目的をもつ平衡交付金（equalization　grant）に改めるべきである。
　などの諸点を述べている。『報告書』第1巻，p．24～p　．26　r第2次報告書』p．21～
　p．22，および付録，第3巻A16～A21参照。ここでシャウプ報告書にいう（1）の全額補
　助金は「地方当局が中央政府のためになしたと思われる行政の代償として支払われる」
　もので，勧告当時約130種，最大の項目として終戦処理費，統計作製，農地調整，および
　農地委員会関係の費用Jなどをあげているので，現行の地方財政法第10条の4の委託金
　がほぼこれに該当するとも考えられる。（2）の一部補助金は，「政府の（府県及び）市町村
　に対する一部補助金」で210種類（勧告当時）あるものとされ，国の利害の程度に応じて
　国庫が経費を分担するもので，今日の義務教育国庫負担金その他の政府負担金（”shar－
　e”of　the　national　governrnent）に相当するものと奨励的性質を帯びるものとに分けられ
　ている。地方公共事業費のうち大部分は災害事業費を含めて今日地方財政法第10条の
　2関係経費（普通建設事業費国庫負担金），第10条の3関係経費（災害復旧事業費国庫
　負担金）に相当している。シャウプは，国による金額補助金を廃止し，他は奨励的補助
　金を含めて低く押さえることを勧告していたことに注意しておきたい。シャウプ勧告
　後国庫が「負担」する義務がある一部補助金がいくつかできて行った事実に注意してお
　く必要がある。
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に今村奈良臣教授らの指摘がみられるが⑬，これを岡山県のいくつかの事例
をもとに検討してゆきたい。
　（1）かんがい排水・畑作振興事業
　かんが’い排水事業とは「土地の農業生産力を永続的に高めるため，耕地の
用排水の管理をするための基幹施設の新設改修を実施するもので地元申請に
基づき，計画された地域について関係法令に則り，事業の積極的推進を図
る」ものとされている。また，畑作振興事業というのは「畑地帯におけるか
んがい排水施設，農道，農用地構成等の土地改良事業を一体として行うもの
で，畑地の高度利用による経営改善を計るもの」である。
　これらの事業は，基幹施設及び末端施設まで実施するもので，地元申請に
基づき計画された地域について関係法令に則り，事業の積極的推進を図るも
のとされている。
　表5によって岡山県に例をとり，各事業主体とその事業内容，事業費の負
担区分について見よう。県営かんがい排水事業（8～15年），県営土地改良施
設整備事業（5～8年），農業用水合理化対策事業（16年），畑地帯総合土地
（11）地方分権化を前提にしつつ国の機関委任事務や国庫補助金による中央統制を全廃ぜよ
　との提案が見られているが，福祉国家における社会保障関係諸法（例えば生活保護法）
　に規定された国の負担及び補助の責任（例えば生活保護法第75条），都道府県の負担及
　び補助・（同法第73条，第74条），市町村及び都道府県の支弁（同法第70条，第71条）の責
　任を排除するものではあり得ないことが前提されていなければならない。地方分権型
　の福祉国家での福祉サービスの財源と人的サービス等を地方政府主体で供給できるよ
　うにしていくためには，なおいくつかの検討課題が残されている。
（！2）普通教育行政サービスを国と地方が対等の関係・共同責任において供給するとの建て
　前からすれば，現行の壱国庫負担のシステムは筋が通っているとも考えられるが中央
　政府（文部省）による教育統制の現実を踏まえれば，教育国庫負担金制度そのものも廃
　止すると共に，何らかの形で一般財源化していく方策が長期的には望まれるだろう。こ
　の点をめぐっては，小川正人「教育財政制度と地方自治」r都市問題』第84巻第4号，
　1993年4月、が参考となる。
（13）前掲，注（2）文献参照。
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表5　かんがい排水・畑作振興事業 （岡Ll－1県，1993年度）
事業 事業費負担割合事業種別 採　　択　　基　　準 主体 事　業　内　容 ?
?
地元
県営かんが 受益面積　　　　　200ha以上 かんがい排水施設
?
％ ％
い排水事業 末端支配面積　　　　100ha以上
ｨ地かんがい受益面積 県
の新設管理，廃止又
ﾍ変更 50 25 25
（8～15年） 100ha以上
県営土地改 国営又は県営事業で造成され ダム，頭首工，機
良施設整備 た基幹施設 場，幹線水路等の補
事業 総事業費　　　100，000千円以上? 強工事 50 25 25
（5～8年）
㊥
農業用水合 受益面積　　　　　　200ha以上 農業水利施設等を
理化平場事 末端支配面積　　　　5ha以上 整備することにより
業 ? 生み出される．余剰水
?s市用水等に転用
50 25 25
（16年） 但し管水路にあっては末端支 するための事業
配面積の制限はない。 （現在実施地区なし）
畑地帯総合 畑地帯において2つ以上の事 基幹事業
土地改良事 業を合わせて総合的に行うも 農業用用排水施設
業 の。 農　　　　　　道
（1）基幹事業 あわせ行う事業
（9～20年） 農業用用排水 農業用用排水施設
　農　　　　道
?v面積　　　　　100ha以上
? 農　　　　　　道
ﾃ　渠　排　水
50 25 25
②　あわせ行う事業 区　画　整　理
用排水施設，農道，暗渠排 農　地　造　成
水，区画整理受益面積50ha以 農　地　保　全
上 営　農　用　水
営農用水　　　　20戸以上
水田営農活 受益面積　　　　　　20ha以上 農業用排水施設の新
性化排水対 末端支配面積　　　　5ha以上 設，変更
策特別事業
?
排水機場 50 25 25
排水樋門
（3～7年） 排水路
県営水環境 親水・環境施設総事業費 親水・環境施設
整備事業 30，000千円以上 ダム，水路等の農
業水利施設等を対象
（4～7年） 構造改善局長が指定の施設 に，その保全・管理・
で，県または市町村が整備計
?
整備に合わせて親 50 25 25
・画策定 水・修景施設，環境
保全施設，休憩所，
〔醐設が幽趣模以上の］ 都市と農村の交流の
齠凾ﾌ整備を行う。
団体営かん 受益面積　　　　　　20ha以上 かんがい排水施設
? ? ?
がい排水事
ﾆ（5～10年）
　（特殊地域　　　10ha以上）
亦[支配面積　　　　5ha以上
ﾀ全施設
@受益面積　　　　　20ha以上
市町
ｺ土n改ﾇ区
の新設又は変更
@フェンス，ふた，
Xクリーン等の安全
45???　5U興R村ﾟ疎
50
事業費　　　　2，000千円以上 施設 1045
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団体営水脚 親水・環境施設総事業費 親水・環境施設
境整備事業 30，000千円以上 ダム，水路等の農
（4～7年）
@　⑳
構造改善局長が指定の施設
ﾅ，県または市町村が整備計
謐?閨
k元施設が，県営規模に満たないもの〕
市町
ｺ土n改ﾇ区
業水利施設等を対象
ﾉ，その保全・管
掾E整備に合わせて
e水・修景施設，環
ｫ保全施設，休憩
梶C都市と農村の交
ｬの場等の整備を行
50
　15
U興R村
ﾟ疎　20
35
R0
う。
注）岡山県農業振興課資料による。
改良事業（9～20年）水田営農活性化排水対策特別事業（3～7年），団体営
かんがい排水事業（5～10年忌など8事業があり，事業主体は県と市町村土
地改良区である。かんがい排水施設の新設管理，ダム，幹線水路等の補強工
事，親水・環境施設整備事業などがある。
　これらの補助事業に共通した特徴点として，
　第1に，事業の期間が7年から8年，15年とかなり長期間に及ぶことであ
る6
　第2に，採択基準が受益面積では100ha～200haとかなり広い面積にわたる
事業が見られることである。もっとも排水対策等では，5ha～10ha，20haの
比較的小規模のものも見られる。
　第3に，事業費の負担区分でel　，国と地方（県及び地元）が50％対50％の
ものが多くなっていることである。
　（2）ほ場整備事業
　ほ（圃）場整備事業というのは，わが国で既成の水田や畑を，よりよい基
盤条件をもつ農地に整備する一連の土地改良事業をいうもので，わが国に伝
統的な零細な農地区画を，土地の生産性が高く，安定した多収穫の農地で，
農業機械が容易に導入でき，また労働が容易に行えるほ場に整備することを
意味している。ほ場整備の具体的内容には，区画形状を拡大かつ整形し，改
良すると共に，分散した農地を集団化する区画整理のほか，農道を整備した
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り，用・排水路の整備，土地改良，客ニヒ，床締め，暗きょ排水の諸施工，土
壌保全工事などがあり，この言葉は1963年から使用され出した。ちなみに土
地改良法は1949年間成立している。
　これに基づくほ場整備事業を岡山県を例に一覧すると，表6の通りとなっ
ている。’県営ほ場整備事業，内水面ほ場整備事業，21世紀型水田農業モデル
ほ場整備事業などがある。事業主体は県及び市町村，土地改良区で，採択基
準を見ると，一般の県営ほ場整備事業で200ha以上と県営事業なので大規模
となっている。低コスト大区画のものでも，20ha以上となっている。内水面
ほ場整備事業は農地造成面積10ha以．ヒ，受益面積60ha以上である。21世紀型
水田農業モデルほ場整備事業は，経営を一体とする2ha以上の面積集積が
50％以上行われること，という条件がついたものとなっている。
　事業費の負担割合を国・県・地元について見ると，県営ほ場整備事業（一
般）で国45．0％，県27．5％，地元（市町村及び農業受益者）27．5％の割合で
ある。低コスb大区画のほ場整備事業でも国50．0％，県27．5％，地元22．5％
の割合である。内水面ほ場整備事業も同様の負担区分となっている。
　21世紀型水田農業モデルほ場整備事業は±地利用調整指導推進活動及び指
導経費が50％対50％で，その他は国の補助負担率10％しかなく，国の補助金
の新しいタイプとなり県及び地元負担による自力更生型の地域振興事業と
なっている。この場合県・市町村・農業受益老の割合は任意となっていると
ころに特徴がある。
　（3）土地改良総合整備事業
　県営土地改良総合整備事業及び団体営土地改良総合整備事業とがある。表
7に見る通り，事業主体としては，県及び市町村・土地改良区であるが，採
択基準として受益面rk60ha’以上，10ha～20ha以上，2ha～5ha以上などの段
階が見られる。事業費の負担割合では，国45．0％（50．0％），県27．5％
（25．0％），地元27．5％（25．0％），また，県と地元（市町村及び農民受益
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表6　ほ場整備事業と負担割合 （岡山県，1993年度）
採　　択　　基　　準 事業 事　業　内　容 事業費負担割合事業種別 主体 ? ? 地元
県営ほ場 受益面積　　　　　　200ha以上 農用地につき行う区
?
％
?
整備事業 ? 画整理事業及びこれ 45．027．527．5
（一般） 事業地区の水田転換率33％以上 と関連する道水路・
の地区は60ha以上 暗渠排水・客土事業
県営ほ場 受益面積　　　　　　20ha以上 県営ほ場整備事業
整備事業 （一般）と同じ
（低コスト ユha区画が受益のユ／4以上 ? 50．027．522．5
大区画） 5haを超える個別経営又は生産
組織が受益の1／4以上
地盤
内水面ほ揚 農地造成面積　　　　10ha以上 地盤造成工事 造成
整備事業 受益面積　　　　　　60ha以上? 区画整理 50．0? 25．0 25．0
道水路工事 整理
45．0 27．527．5
21世紀神水経営を一体とする2ha以上の面 農業生産集積促進
田農業モデ 積集積が，50％以上行われるこ
ルほ揚整備 と。
???
実施中及び新規の 集積ｦ
事業 村土 ほ場整備事業で2ha50％
地改 以上の面積集積が50以上
良区 ％以上行われる場合 10．G 一 一
補助加算金を交付す
る。
土地利用調整
指導推進 50．050．0 一
（上記の推進活動
及び指導経費）
注）岡山県農業振興課資料による
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　　　　　　　　（岡山県，1993年度）
事業 事：業費負担割合事業種別 採　　択　　基　　準 主体 事　業　内　容 ? 県 地　元? ?
％
県営土地改 受益面積　　　60ha以上 基幹事業：用排水・
良総合整備 農道暗渠排水・客
事業
i一般）
2つの工種を併せて行う
幕ﾆで基幹事業を有する
? 　土
ｹせ工事：用排水・
45．0
i50．0）
27．5
i25．0）
27．5
i25．0）
もの 農道区画整理・農
地開発・営農用水
団体営土地 受益面積　　　20ha以上 農用地につき行う区
改良総合整 市町 画整理偉業及びこれ
備（区画整理） 特殊地域＝急傾・過疎・
@離島・山振・果樹・野
村土
n改良区
と関連する道水路・
ﾃ渠排水・客土事業
45．0 22．532．5
菜指定における地域は
10ha以上
団体営土地 受益面積　　　20ha以上 基幹事業：用排水・
改良総合整 農道暗渠排水・客?
特殊地域　　　10ha以上 土
（一般） ?? 併せ工事：用排水・ 45．0 20．035．0
農道暗渠排水・客
（50．0） （30．℃）
土・区画整理・農
用地開発・営農用
水
団体営土地 受益面積　　　5ha以上 排水条件整備事業
改良総合整 排水施設・暗渠排
備 稲作転換率50～31％以 水・客土
（水田農業 上，排水条件を改善し水 ?? 45．0 15．0 35．0
確率小規模 田農業確率対策推進を図 転作促進補完事業
（50．0） （30．0）
排水対策） るもの 用排水施設・農
道・区画整理・農
地造成・交換分合
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者）との割合では20．0％対35．0％（30．0％），などとなっている。規模の大き
い事業ほど国及び県の負担割合が大きくJ・規模の小さい事業ほど県及び地元
の負担が大きくなっている。小規模な事業程任意性が強くなっている。した
がって事業費の負担割合も地元市町村・土地改良区の負担割合が高くなって
くるところに特徴がある。
　（4）農村総合整備対策費
　農村総合整備対策費にかかわる国からの補助金については，近年，町おこ
し，村おこし運動の活性化にともないいくつかのモデル事業が見られるに
至っている。いわぽ農業を中心とした地域の内発型開発の方向とも密接に関
連するものである。
　中国地方の中山間地域農村活性化総合整備事業は，1991（平成3）年度か
ら実施されているものである（表8参照）。事業費の負担割合では，基盤整備
で国52．0％（60．0％），県33．0％（25．0％），地元15．0％（15．0％）である。
施設整備では同じく52．0％（60．0％），8．0％（0％），40．0％（40．0％）と
なっており地元負担割合がかなり高くなっている。しかし，事業主体が県で
あるためもあり，採択基準では，「過疎，山振，離島，半島の指定を受けた市
町村で林野率50％以上かつ農：用地の主傾斜1／100以上の面積が50％以上を占
める地域」となっており，受益面積60ha以上の制限がついていることであ
る。この事業のうち市町村が事業主体の場合，同じ制限があるが，受益面積
20代目以上となっている。事業費負担割合は地元が28％～48％とかなり高く
なっている。
　農村総合整備モデル事業は，1970年代（昭和40年代後半）から実施されて
いるもので市町村及び土地改良区が事業主体のものである。農業生産基盤整
備，農村環境基盤整備，農村環境施設整備の事業であり負担割合は，国
50．0％，県10、0～20．0％，地元30．0％～40．0％となっている。地元の負担割
合が高い採択基準に団地規模制限は特に無いが，営農集排の受益戸数20戸以
一50一
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表8　農村総合整備対策費の事例 （岡山県，1993年度）
事業種別 採　　択　　基　　準 事業 事　業　内　容 事業費負担割合主体 国 ? 地　元
中山間地域 過疎，壷振，離島，半 1　農業生産基盤整
農村活性化
麹≒ｮ備事
島の指定を受けた市町村
ﾅ林野率50％以上かρ農
備事業
Q　農村生活環境基
基盤
i60．0）52．0（25．0）
R3．0
（15，0）
P5．0
業 用地の主傾斜1／100以上
?
盤整備事業
の面積が50％以上を占め
髓n域。
3　交換分合事業
S　特認
施設
i60．0）
T2．0
（　0）
@8。0
（40．0）
S0．0
受益面積　　60ha以上
基盤
同上
?v面積　　　20ha以上市町ｺ
同上
（60．0）52．0
{設
（20．0）
Q0．0
（20．0）28．0
（60．0）（　0） （40．0）
52．0 0 48．0
農村総合整 団地規模制限は特に無 1　農業生産基盤整
備モデル事 い。 備事業 基盤
業
営農山繭の受益戸数
@20戸以上
市町
ｺ土n改ﾇ区
2　農村環境基盤整
?幕ﾆ
R　農村環境施設整
50．0
{設
20．0 30．0
（市町村域） 備事業 50．0 10．0 40．0
4　特認
農村基盤総 農業生産基盤事業の内2 1　農業生産基盤整 基盤
合整備事業 種類以上基幹事業を実施
ｷること。（2ha以．ヒ全
市町
ｺ土
備事業
Q　生活環境基盤整
（55．0）
T0．0
（20．0）
Q0．0
（25。0）
R0．0
体で団体営級）
i基礎集落圏）
地改
ﾇ区
備3　集落土地基盤整 施設
i55．0）（10．0） （35．0）
備 50．0 10．0 40．0
農業集落排
?幕ﾆ
処理対象人口
@1，000程度以下
市町
ｺ土n改農村環境施設整備
　　％
i55．0）
　　％
i15．0）
　　％
i30．0）
受益戸数　　　20戸以上良区 50．0 15．0 35．0
注）基幹工事……ダム，幹支線の道路，防災工事等
　　その他工事……開墾，開墾地内の道水路工事等
　　集排施設整備……処理施設を有するもの
　　（）は，補助率カットがない場合（事業主体が土地改良区の場合等）である。
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上（市町村域）となっている。
　農村基盤総合整備事業も農業生産基盤整備，生活環境基盤整備，集落土地
基盤整備などの事業にかかわっているが，採択基準に農業生産基盤事業の内
2種類以上基幹事業を実施すること（2・ha以上全体で団体営級）などの条件
がついている。負担割合は基幹整備で50．0％（55．0％），20．0％（20．0％）
30．0％（25．0％）の割合，施設整備で50．0％（55．0％），10．0％（10．0％），
40，0％（35．0％）となっている。施設整備の負担割合は，地方では，県より
も地元（市町村又は土地改良区）の負担割合が高くなっているところに特徴
がある。なお，カッコ内は，事業主体が土地改良区の場合等で補助率カット
がない場合である。
　農業集落排水事業は農村環境施設整備の一環で，市町村又は土地改良区が
行い対象人口1000人ていど又は受益戸数20戸以上となっている。その負担割
合は国50．0％（55．0％），県15．0％（15．0％），地元35．0％（30．0％）となっ
ている（カッコ内は事業主体が土地改良区の場合等で補助率カットがない場
合である）。
　以上の事例検討からも分かるところだが，農業における補助事業に共通し
た特徴と問題点をまとめておくとすれば，
　第1に，かんがい排水，土地改良事業等に共通した特徴点として事業期間
が7～8年，15年とかなり長期間に及ぶものが多いことである。
　第2に，採択基準における受益面積が県営かんがい，排水，土地改良等で
100ha～200haとかなり広い面積にわたる事業が多いことである。
　以上の点から，期間内に当初の受益面積を財源規模に応じて50ha→45ha→
40haという風に当初計画の変更により削減し，換地処分の変更を行うことな
どを通じて資金の精算を行うので，事業の超過負担問題が生じないことであ
ろう。
　一方，採択基準において，受益面積規模の基準が大きいため，採択をめざ
して受益地の囲い込みが行われ事業に往々無理が生じやすい，ことなどを指
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摘しておかねばならないだろう。
　第3に，事業費の負担区分では，県営のかんがい排水，土地改良事業等で
は，国50％，県25％，地元（市町村及び受益団体・個人）25％であるが，事
業主体が団体営や市町村又は土地改良区の場合，地元又は土地改良区等（し
たがって受益者としての農業者）の負担が35～45％と大きくなっているケー
スが多いことである。補助事業への地元からの陳情＝要望と申請は，同時に
補助事業により利益を受ける地元負担の増大となって結果することが銘記さ
れていなければならないと思われる。
　つまり，補助事業が一定の受益面積規模など採択基準をクリアすることが
要請されるため，地域住民の意思に基づく内発的な開発計画，住民参加によ
る村おこし事業などで採択基準に達しない事業も数多く見られることであろ
う。これを無理して補助事業に組みこんだ場合，事業施行に伴う地元「超
過」負担が生じやすいことに留意しておかねばならない。
　第4に，いま一つ大きな問題点として事業実施後の「補助金適正化法」（正
式には「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」昭和30年，法第
179号）との関連をめぐる問題点が残される。例えば，「土地改良法」（昭和
24年，二六195号）や「農業振興地域の整備に関する法律G（昭和44年，法第
58号）に基づき補助事業を行った者が用途地域の変更を8年以内に行った場
合，同上法面17条及び第18条の規定に基づき補助金等の交付の決定の全部又
は一部を取り消されると共に，補助金等の返還命令に応じなければならない
ケースが生ずることであろう。
　今日，各地で当該「農振」指定地域周辺の都市化，道路整備や宅地化等に
よる農地「転用」問題が生じつつあることが注意されねばならない。「農業基
本法」（昭和36年6月）の精神に基づくほ場整備，かんがい排水施設の整備等
土地改良事業は，日本農業の構造改善の根幹をなす事業として今後も必要で
あることはいうまでもないが，その前提として，地域の住民参画と話し合い
による土地利用計画・調整が充分なされていなけれぼならないことである。
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以上の点は，土地改良にかかわる補助事業が，単に国・優等上から画一的に
行政ペースのみで進められることへの警鐘といわねぽならないことであろ
う。
4．むすびにかえて
　以上，国庫補助金制度の現状と改革のテーマで，その歴史的沿革と展開，
補助金等の概念とその性格，そして後段で特に農業関係補助金を中心にその
現状と問題点などについて検討を加えてきたのであった。ここでは，前段の
検討を通じ，「補助金等」とふつう云われている国庫支出金の中で大きな比
重を占める国庫負担金一義務教育費や生活保護費，公共事業費としての普
通建設事業費などが中心一を地方分権的な福祉国家においてどのように展
望していくかが課題として残されたのであった。
　この点では，すでにふれた通り，シャウプがかつて提案した全額補助金や
一部補助金（国庫委託金や国庫負担金を指すと見られる）の全廃案も将来的
には望ましい道かも知れない。しかし，福祉や教育・環境・社会管理行政の
拡大の見られる現代国家において，政府の財政的な負担や補助の責任（財政
責任）を明確にしてゆこうとする場合，かつてシャウプが提案したような国
庫負担金の全廃が長期的には望まれるにしても，現段階ではこれを無条件で
受け入れるわけには行かなくなっていることも事実であろう。そこでは，政
府の財源保障と現場性の強い人的サービスー地方分権的システムになじみ
やすい一との相互関係（集権と分権との関係）をどのように展望していく
かという「分権型福祉国家の補助金システム」のあり方が総合的に検討され
てゆかねばならない。
　一方，また後段の農業関係補助金の事例に見る補助金等の改革をどのよう
に展望していくか。米市場の国際的な部分開放を前提にした日本農業の将来
については，生産性が高く国際競争力に耐え得る農業を構築していくための
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土地改良の諸事業を今後もさらに計画的に進めていくことが要請されるだろ
う。ただ，農業における各種の補助事業が，これまで一方で，国・都道府県
などによりいわぼ画一的・行政主導型で進められた場合，各地域の特性に応
じた内発的発展を阻害し農政がある種のムダと当該農民負担の増大に帰結し
たケースも多く，問題が残されたのであった。今後，各地域集落や農業生産
力の地域特性を充分踏まえた新しい地域農業システムの構築や農業を中心と
した地域環境整備を保障してゆけるような「総合的な農業補助金」のあり方
が模索され展望されてゆかねぽならないと思われるのである。
　わが国の特定補助金のうち農業補助金の改革を今後どう展望していくかで
あるが，当面上記のような土地改良事業に見られる構造政策とあわせ，農業
の地域性（都市近郊農村，平地農村や中山間地，山村などと共に，水田，畑
地，地域の生産性にかかわる土地の豊度にもかなりの地域性がある）を踏ま
え農業を中心とした食料の安定供給と国土自然環境の保全機能，及び町おこ
し，村おこし一地域活性化一のにない手による内発的な開発の実情に即
した補助金改革（補助金の総合化，メニュー化と住民の選択）を進めていく
べきだろう⑭。
　なお，国・県等の画一的な行政指導による村の活性化事業の補助金扇がか
えって地域の人びとの主体的な取り組みと内発的発展を阻害するケースも多
かったことに留意し，農業及び関連産業を中心とした内発的発展と自治，地
方分権を促進していく観点から補助金制度の改革を図らねばならないと思わ
れる。
（14）r農業白書』（平成5年版）は，21世紀の農業に食料の安定供給に加え，国土・環境の
　保全，緑豊かで心安らぐ空間の提供等の多面的な役割の発揮を期待している。
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